






















































































1 労働力人口 15～19歳 105万人，20～24歳 435万人，25～29歳 564万人
2 失業状況
2000年代前半から低下 → 2008年の景気の悪化により上昇 → 低下傾向















中学校卒業者 0.3％ 高校卒業者 17.8％ 高専卒業者 57.9％




中学校 1.80（求職者数 909人，求人数 1,636人）平成27年
8 若年無業者
75万人（前年より4万人減少），15～39歳人口に占める割合 2.3％




就職 17.8％，一時的な仕事 0.8％，進学も就職もしない 4.3％





















































表2 新規学卒3年以内の離職 現 在
昭和57年卒 平成元年卒 平成5年卒 平成26年卒
中学校卒業 60.2％ 65.7％ 66.7％ 63.7％
高校卒業 37.7％ 47.2％ 40.3％ 41.0％
短大卒業 － 39.6％ 33.7％ －
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合 計 男 女
全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道
高 校 40.9 48.7 35.5 44.5 48.6 52.8
短 大 41.7 42.3 38.4 43.3 43.3 41.8







































全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道
Ｄ 建設業 48.3 56.4 48.5 57.8 45.7 41.7
Ｅ 製造業 28.7 39.0 25.6 33.9 36.6 47.3
Ｇ 情報通信業 42.3 61.4 34.3 38.9 50.0 67.7
Ｈ 運輸業，郵便業 34.7 38.5 31.0 33.0 45.7 50.0
Ｉ 卸売業，小売業 48.9 45.7 45.1 42.8 51.6 48.0
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 66.1 72.0 63.5 68.8 67.9 73.4
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 60.5 72.4 53.2 67.3 63.6 74.8
Ｐ 医療，福祉 46.7 51.4 42.4 45.9 48.1 52.8
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 46.1 57.9 41.9 51.3 54.1 67.5
産業計 40.9 48.7 35.5 44.5 48.6 52.8
出典：北海道労働局発表資料
8．結論
ここまで若年労働市場の状況を概観した。平成大不況の中で経済情勢により左右されてきた
若年労働市場であるが，近年の景気回復とともに，また，若者雇用促進法の施行による各種の
雇用支援策の成果として現在は好転状況がみられている。では，景気回復後は，初等教育から
段階的に打ち出されたキャリア教育は不要になるのだろうか。否，そうではあるまい。児童生
徒が自己実現を目指して自己指導能力を高めることが生徒指導の目的である点を与件とすれば，
若者の就業支援は，就職のみならず生き方の範疇にも及ぶはずである。そのように考えれば，
進路指導として卒業時の進路だけではなく，その後のディーセント・ワークに就くことを視野
に入れた進路指導が望ましいのは論をまたない。おそらく，現在の進路指導でもそのような方
針がなされていると推察する。
北海道に視点を合わせれば，進路指導担当者は努力をしながらも早期の離職に頭を痛めてい
ることが推察される。そうであるからこそ，高等学校でも目的のないフリーターやニートを少
しでも軽減するような指導をなし，また道教委でも産業教育推進委員会やキャリア教育推進委
員会などを発足して対応をはかってきた。しかし，早期離職者の問題が特に北海道で依然とし
て残っている現象からは，進路指導としても現在の対応を省察し，パースペクティブ変容を検
討する必要があるのではないだろうか。ただし，事業所の問題も看過できない。EUが若者雇
用促進の重点に加えて若者を孤立させずに育成・支援をする義務が学校にも社会にもあるとす
る点を認識し，ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）の理念をいかに導入し連帯につ
なげるかを見据えるまなざしを持つことが，さらなる課題として浮上してくる。本文で言及し
たEUの ・連帯・の考え方を参考に，我が国でも若者支援として，学校，事業所，政府，訓練
機関，保護者，本人との社会的連帯が望まれる。そのような取り組みによる若者がディーセン
ト・ワークに就く可能性の高まりを期待してやまない。
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